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1.はじめに

　学術界は、各国の高等教育・技術革新・研究基盤の醸成に重要な役割を果たしている。この学術界を形成す
る研究者の評価は、発表論文・被引用数・獲得助成金によって定義されていることが多い、「学術的生産性」が
大部分を占めており、これが研究者のキャリアに大きく影響することが知られている。[1,2]
　この「学術的生産性」は研究者個人の能力的特性（才能や努力等）に左右されるが、非能力的特性（性別・年
齢等）、環境因子（学位・所属先・社会的ショック等）、内生的累積的優位性など、多くの外的要因の影響を受け
ることも知られている。[3-6]　さらに、これらの要因の影響を独立に分析することは困難であることが示唆されてい
る。[6,7]
　以上を踏まえ、本研究では、研究者のキャリアに関する大規模な時系列データセットを構築し、このデータを
用いて傾向スコア・マッチングを用いたケース・コントロール分析を実施することで、学術的生産性への影響が示
唆されている個々の因子が研究者のキャリアの各段階においてどの程度学術的生産性に影響を与えるのかに
関する分析を行なった。

2.先行研究

　学術生産性に影響を及ぼす環境因子・非能力的特性の評価手法や、公的資金を財源とした科学研究費助成
の投資効果への関心は高く、先行研究は多く散見された。とりわけ、性差による研究者のキャリア差異やキャリア
における、学術生産性の向上と相関がある環境・非能力的因子に関する研究は多く行われている。Wapman et
al.が行なった分析では、米国の大学教員を対象に雇用や昇進を調査した結果、ごく少数の大学出身者が大学
教員の大部分を占め、外国籍の大学教員の離職率が著しく高く、大学教員における女性の割合は増加してい
るものの抜本的な変化がない限り男女平等が達成される見込みは薄いことなど、米国の学術界の構造的偏向を
示唆した。[8]また、ポーランドの研究機関に所属する研究者を対象に行った分析では、研究者を生産性の階層
に分けた際、長期的なキャリアを見渡して階層間の逆転（上位から下位、下位から上位）は稀であり、生産性の
高い教員を早期より雇用し続けることの重要性が主張された。[9]さらに、情報科学分野の研究者を対象に行っ
た分析では、マッチドペア実験を用い、研究生産性における著名な研究機関で学位を取得することとその機関
で働くことの効果の比較を行った。その結果、若い教員の科学的生産性は、どこで最終学位を取得したのかより
どこで働いているのかによって左右されることが示唆された。[4]
　上記の通り、学術的生産性に関連する因子の記述的分析、時系列分析は幾つか行われている。ただ、日本
の研究機関に所属する研究者を対象にした、分野横断型の学術生産性に関する分析としては我々の知る限り
本研究が最も大規模なものであると考えている。他国の研究者を対象にした分析や特定の学術分野を対象にし
た研究において用いられた手法を参考に行なった。

3.分析
3-1.分析に用いたデータ

　今回の分析は、1990年〜2023年の間に支援が開始された科研費科研費（科学研究費助成事業（学術研究助
成基金助成金／科学研究費補助金））採択課題の「研究代表者」「研究分担者」として科研費データベース（以
後、KAKENDB）に掲載されている、特別研究員等を除く約28.1万人の研究者を調査対象とした。KAKENDBよ
り各研究者の採択課題・研究分野・研究成果・採択時点の所属機関や肩書き・researchmap等の外部サイトの
ユーザー名を取得した。この研究者の内、researchmapプロフィールをもつ17.3万人の研究者については、
researchmapより学歴・職歴データを取得した。
　さらに、性別による差異の分析を行うため、名前ランキングと自然言語処理モデルを用いて研究者の氏名より
性別推定を行なった。このモデルの性能を無作為抽出した100名の研究者を対象として手動で確認したところ、
85％の精度を達成した。
　学歴・職歴・科研費のデータ項目に欠損のあった85,512名を除き、88,321名の研究者に関してこの生データを
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元に時系列データ・メタデータを成形した。まず、研究者の扱っている研究領域を科研費の採択課題の審査区
分に基づき、「社会科学・人文学・医歯薬学・生物学・数物系科学・化学・工学・総合領域・情報学」のいずれか
に紐付けた。複数分野の採択課題を持つ研究者は、最も多くの採択課題を獲得している研究領域に紐づけ
た。（同数の分野がある研究者は、学位を元に振り分けた。）また、時系列データはまず研究開始時点を
researchmapの最終学位取得年月に設定し、KAKENDBの経歴データを（所属機関・肩書き）成形した。
KAKENDBの経歴データは正確性が高いと考えられるが、採択時点の年度のみのデータのため、
researchmapの経歴データを用いて欠落している年度における経歴を推察している。また、各研究者の時系列
データに対し、登録されている研究成果・採択課題等のデータの追加を行なった。このデータの正確性を確か
めるため、再度無作為抽出した100名の研究者プロフィールを確認したところ、精度は次の通りになった。（最終
学位のみ：95%,所属機関のみ：90%,所属機関＋肩書き：83%,全データ項目：79%）

3-2.分析手法
　
　まずは構築したデータセットを用い、研究分野・所属機関種毎のキャリア開始（最終学位取得以後）からの経
過年数と論文発表数・助成金獲得数・論文引用総数の相関に関する記述的分析を行った。
　次に傾向スコア・マッチングを用い、論文発表数・助成金獲得数・論文引用総数に影響を及ぼす因子の評価
を行なった。傾向スコア・マッチングは、観察研究において処置群・非処置群の処置結果の違いが処置効果以
外の交絡変数によるバイアスを軽減するため、各共変量が同程度の標本から抽出し、マッチングして比較を行う
手法である。本研究では、上位10%の論文発表数・助成金獲得数・論文引用数をケース群、その他の研究者を
コントロール群として設定し、考慮する共変量は「年齢・推定した性別・学術分野・所属機関・肩書き・キャリアの
経過年数・最終学位・出身大学・共著者の数や論文数、助成金獲得数・自身の過去（5/10年前）の論文発表数/
助成金獲得数/論文引用数」と定めた。これらの因子を用いてロジスティック回帰モデルを組み、各研究者に対し
傾向マッチングの推定量算出を行なった。次に、ケース群として設定した研究者をそれぞれコントロール群の研
究者4名と傾向スコアを元にマッチングを行なった。最後に、マッチングができたケース・コントロール群で再度ロ
ジスティック回帰を行い、各因子の論文発表数・助成金獲得数・論文引用数に対する寄与度や相関を調査し
た。

4.分析結果

4-1.構築データセットに関する記述的分析

　前述の通り、本研究ではKAKENDB及びresearchmapに掲載されているデータを用い、88,321名の研究者の
キャリア時系列データセットを構築した。まず、データセットに含まれた研究者の分類を行なった。（図１）最新の
所属先・肩書きは、researchmap・KAKENに記載されている最新の所属機関・肩書きを研究者と紐付けている。
研究者データセットの分野・所属先・肩書きの内訳より、満遍なく国内の研究者を分析に含めることができている
と考えている。

図1：分野・最新所属先・最新肩書き別研究者の内訳

次に、研究者あたりの採択課題・共同研究者・採択課題に紐付けられた総成果数間の相関関係を算出した。
（図2-1）「採択課題数-共同研究者数」・「採択課題数-共同研究者数」・「共同研究者数-総成果数」間の相関関
係はそれぞれ0.74・0.64・0.50（ピアソンの積率相関係数）となった。また、これらを学術分野別に分析を行なった
ところ、採択課題数は化学が最も多く（10.4±9.35）、人文学が最も少なく（5.4±5.5）、共同研究者数は総合領域
が最も多く（19.8±25.3）、化学が最も少なく（14.0±18.3）、採択課題に紐付けられた総成果数は化学が最も多く（
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109.2±168.5）、人文学が最も少ない（35.0±58.2）という結果が得られた。（図2-2）

図2-1（上段）：採択課題・共同研究者・総成果数間の相関関係
図2-2（下段）：研究領域別採択課題・共同研究者・総成果数の分布

　さらに、研究キャリア開始（最終学位取得）からの経過年数と採択課題・共同研究者・総成果数の分布を算出
した。各変数が概ね開始後35-40年程度経過した時点で最大となっていることが確認できる。開始からの年数が
マイナスとなっている研究者は、採択課題を獲得した後、さらに学位を取得している場合である。（図3-1）また、
キャリア開始から教授に就くまでの期間を、性別・学位を取得した大学の種類・研究領域のそれぞれの変数内の
カテゴリ毎に分布を確認した。（図3-2）この分布には、データセット構築時点で教授に就いている（いた）研究者
36,082名のみを含めている。性別別で見ると、男性が（18.1±6.5年）女性が（15.8±4.3年）で、女性が男性の研究
者より有意に教授就任までの年数が短く（U検定：p値 = 0.032）、学位取得大学はRU11のいずれかの大学で学
位を取得した研究者は（14.1±6.1年）となり、他の大学種より有意に教授就任までの年数が短い（U検定：p値 =
0.024）ことが見られた。また、学術領域別では総合領域・情報学が最も短く、社会科学・生物学が最も長いことが
見られた。

図3-1（上段）：キャリア期間における採択課題・共同研究者・総成果数の分布
図3-2（下段）：性別・学位取得大学・学術領域別キャリア開始〜教授就任までの経過年数の分布
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4-2.傾向スコア・マッチングを用いたケース・コントロール分析

　前項では、「性別・学位取得大学・学術領域・キャリア期間」の各因子と「採択課題・共同研究者・総成果数・教
授までの就任年数」の相関関係の分析を行なった。ただ、これらの因子において相互作用があることが先行研
究で示唆できているため、本研究では傾向スコア・マッチングを用いた。
　ロジスティック回帰モデルより出力した傾向スコア・マッチングを用い、上位10%の論文発表数・助成金獲得数・
論文引用数とそれぞれの分析の際にケース群に含まれた研究者と傾向スコアの近い研究者を同定し、ロジス
ティック回帰を行なった。（図4）この分析では、「学術分野・学位取得した大学・所属機関・最終学位・共著者数・
5年前の助成金獲得数」が助成金獲得数に、「所属機関・共著者数・5/10年前の論文発表数・性別」が論文発表
数に、「所属機関・共著者数・5年前の論文引用数」が論文の総引用数に有意な影響を与えているという結果が
得られた。

図4：ロジスティック回帰の結果
それぞれの目的変数と有意な関係のある変数のみの回帰係数の結果を表示している。

赤は正の影響・青は負の影響を示している。

5.考察

　今回は、日本の研究機関に在籍する研究者に関する公知データを標準化・統合し、研究者のキャリア変遷に
関する大規模データセットの構築を行なった。科研費から取得している研究者データは、研究者自身が登録す
るresearchmapデータよりも正確で標準化されている傾向にあるが、研究者が助成金を受けていた期間に限定
されているため、断続的である。そのため、科研費・researchmap双方からデータを取得し、時系列データを構
築することでこれらの弱点を補い合い、データの精度や対象範囲を可能な限り高めている。このデータは科研
費採択課題の研究代表者・研究分担者に記載されている研究者のみが含まれているため、学術界の全構成員
は網羅できていないものの、このデータセットは本研究に限らず、他の学術生産性・研究者キャリア支援の分析
においても活用できると考えている。
　研究者の生産性に影響を及ぼし得る変数をより多く組み込み、さらに精緻に分析を繰り返す必要があるもの
の、学術分野・性別間の教授就任までの期間の差異や、学術分野毎の共同研究者数・科研費獲得数の傾向、
学位取得した大学が助成金獲得数へ・所属機関が総成果数へ有意に影響していることなど、有益な示唆が得

― 1002―



られ始めている。

6.今後の発展

　今後はこの研究をさらに深掘り、より多角的なデータを組み入れて分析を行い、研究者の学術的生産性の差
に寄与する個人・機関の差異や構造的偏りを明確にすることを目指している。この研究を発展させることで、長
期的には「科学研究費助成のより適切な配分」「採択事業の客観的及び個々の研究者が置かれている状況を
踏まえた評価」「効果的な研究者キャリア支援施策」の発展に繋がる政策立案への貢献の期待もできると考えて
いる。
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